
（単位：千円）

945,456 3,166,757

1,137 12,090

626,702 2,556,900

6,124 12,293

32,949 242,577

8,254 224,662

270,287 26,212

7,550

3,833

19,680,862 80,636

18,617,118

1,067,590

4,383,092 12,740,787

9,901,959 12,710,200

0 23,997

25,611 6,590

14,631 0

33,014

3,074,520 15,907,544

116,697

4,718,773

903,939 1,860,000

408,475

397,668 210,000

97,794 210,000

159,804 2,648,773

86,698 206,917

55,901 2,441,856

17,204 350,000

2,091,856

4,718,773

20,626,318 20,626,318

純　　資　　産　　合　　計

未 払 費 用

未 払 金

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品

そ の 他

預 け 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

建 設 仮 勘 定

別 途 積 立 金

資 本 剰 余 金

資　産  合　計

（負　債　の　部）

船 舶

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

固 定 負 債

賞 与 引 当 金

負　債　・　純　資　産  合　計

投資その他の資産

貸 　借 　対 　照 　表
２０２５年 ３ 月３１日現在

流 動 負 債

買 掛 金

流 動 資 産

科                 目 金      額

（純 資 産 の 部）

資 本 金

長 期 借 入 金

資 本 準 備 金

株 主 資 本

そ の 他

１年内返済予定長期借入金

１年内返済予定リース債務

科                 目 金     額

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

（資　産　の　部）

固 定 資 産

建 物

利 益 準 備 金

未 収 入 金

機 械 装 置

構 築 物

土 地

前 払 費 用

リ ー ス 債 務

負   　 債   　 合     計

利 益 剰 余 金

ダ ム 使 用 権

１



　　　　　　　　　　　損    益    計    算    書　　

（単位：千円）

4,030,750

1,520,113

217,896

1,302,216

63

11,801 11,864

1,058,830

81,222 1,140,053

174,027

174,027

44,846

9,852 54,698

119,328

売 上 高

2,510,637売 上 原 価

固 定 資 産 除 却 費

２０２４年 ４ 月 １ 日から

２０２５年 ３ 月３１日まで

金　　　    額科   　　      目

当 期 純 利 益

支 払 利 息

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

法人税、住民税及び事業税

税引前当期純利益

営 業 外 収 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

売 上 総 利 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息

雑 収 益

２



 ３ 

 

 

               個  別  注  記  表 

２０２４年 ４ 月 １ 日から 

２０２５年 ３ 月３１日まで 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

② 無形固定資産 

定額法 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。 

(2)引当金の計上基準 

① 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づいて計上している。 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（5年）により、定額法で按分した額を翌期から費用処理している。 

なお、当期末においては、年金資産が退職給付債務を超過したため、超過額を前払年

金費用として処理している。 

② 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。 

③ 賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上している。 

(3)収益及び費用の計上基準 

当社は、主に水力発電所、太陽光発電所による発電事業を営んでおり、発電した電気を

北海道電力㈱及び北海道電力ネットワーク㈱に供給している。電気の供給については、北

海道電力㈱及び北海道電力ネットワーク㈱との契約により電気を供給した時点において、

履行義務が充足されると判断しているため、電気の供給期間にわたって収益を認識してい

る。 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当期に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌期に係る

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりである。 

繰延税金資産   55,901千円 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見

積っている。当該見積りは、将来の出水率の変動などによって影響を受ける可能性があり、

実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌期の計算書類において、

繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がある。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1)有形固定資産の減価償却累計額        8,751,447千円 

(2)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

金銭債権    

売掛金       260,450千円   預け金        8,254千円 

金銭債務    

未払金         2,382千円   長期借入金    7,871,600千円 



 ４ 

 

 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引        

収益  2,342,933千円   費用   56,185千円 

営業取引以外の取引   
収益        61千円   費用    45,289千円 

         

５．税効果会計に関する注記 

（1）繰延税金資産発生の主な原因は、賞与引当金繰入超過額及び減価償却費損金算入限度超過

額によるものである。 

（2）グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び  

開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日）に従って、法人税及び  

地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っている。 

（3）2025年 3月 31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 7年法律第 13号）が国会

で成立したことに伴い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、2026 年 4

月 1日以降に解消が見込まれるものに限る)に使用した法定実効税率は、前期の 27.94%から

28.87%に変更されている。 

この変更に伴い、繰延税金資産(繰延税金負債の金額を控除した金額)が、495千円増加し、

法人税等調整額が同額減少している。 

 

６．関連当事者との取引に関する注記 

（1）親会社 

会社の名称 

 

議決権の

所有(被)

割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 

期 末 残 高（千円） 

科  目 金  額 

北海道電力

（株） 

100％ 

 

電力の供給 

及び役務の

提供 

電力の供給 1,696,468 売掛金 161,351 

水力発電所 

保守業務の受託 
643,790 売掛金 98,851 

長期資金の 

借入 
5,800,000 

長期借入金 

１年内返済予定

長期借入金 

7,837,200 

 

34,400 

短期資金の 

借入 
400,342 短期借入金 - 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

１. ＦＩＴ供給事業の取引価格については、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法に基づいており、電力供給事業については、当社の発電原価等を適正に勘

案して決定している。 

２．水力発電所保守業務の取引価格については、一般の取引と同様の条件で市場価格を勘案して

決定している。 

３．長期資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。 

４．短期資金の借入については、ほくでんグループキャッシュ・マネジメント・サービスにおけ

る取引であり、取引金額は期中平均残高を記載し、借入利率は市場金利を勘案して利率を合

理的に決定している。 

 

 



 ５ 

 

 

(2）親会社の子会社 

会社の名称 

 

議決権の

所有(被)

割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 

期 末 残 高（千円） 

科  目 金  額 

北海道電力

ネットワー

ク（株） 

なし 

電力の供給

及び役務の

提供 

電力の供給 1,671,252 売掛金 358,181 

㈱アイテス なし 
電気・電気通

信工事 

建設工事費の支

払 
434,750 未払金 - 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

１. ＦＩＴ供給事業の取引価格については、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法に基づいている。 

２．建設工事費の取引価格については、一般取引と同様の条件で、市場価格等を勘案し契約して

いる。 

 

７．一株当たり情報に関する注記 

(1)一株当たり純資産額         227,960円 08銭 

(2)一株当たり当期純利益          5,764円 67銭 

 

８．その他の注記 

(1)計算書類に記載した金額は、表示単位未満の端数を切り捨てている。 


